
電気ゼミナール(90) 

電気新聞 2015 年 7 月 27 日掲載 

Ｑ 「長期エネルギー需給見通し」の再エネ比率は想定した費用負担で実現可能か？ 

朝野 賢司 

長期エネルギー需給見通し（案）（以下、「見通し」）の内容や課題について、前回の省エ

ネに続き、再エネ比率を達成するために必要な費用負担と実現可能性を検証する。 

「見通し」では、２０３０年時点で再エネ比率を２２～２４％とした。最大の論点の一

つは、どのように太陽光発電（ＰＶ）の導入と費用負担のバランスをとるのか、より端的

に言えば、想定した導入見通しを大幅に超過し設置が進む「ＰＶバブル」をいかに収束さ

せるのかである。 

そこで「見通し」では、火力・原子力の燃料費と再エネ買取総額を合わせた「電力コス

ト」を、２０１３年９・７兆円から約５％削減し、９・１～９・５兆円にするとした（図

①)。 

これは、ＰＶバブルを収束させるために決定的な役割を果たす。再エネの年間買取総額

は２０３０年段階で３・７～４兆円とし、その内訳はまず地熱・水力・バイオマスの買取

総額（約１～１・３兆円）を決め、残り２・７兆円がＰＶ(２・３兆円)、風力(４２００億

円)に配分されるとしている。 

このように、我が国が再エネに支払える総額と、その内訳としてのＰＶの買取総額の上

限を示したことは評価できる。 

【費用負担はＰＶ既認定分の動向に依存】 

しかし、現状の固定価格買取制度(ＦＩＴ)による買取総額は今年度既に１・８兆円を超

えており、３・７～４兆円で落ち着く制度的な担保は何もない。事業用ＰＶの設備認定は、

今年３月末までに累計７８８４万ｋＷに達している。前述の買取総額以下に抑えるために

は、既認定分のうち運転開始する設備を６５％まで抑える必要がある。 

 他方、運転開始が既認定の６割に留まり、かつまだ運転開始していない設備に対する買

取価格を２５円／ｋＷ時に切り下げれば、ＰＶ買取総額は１・７兆円となる。再エネ買取

総額の上限３・７兆円から、０・６兆円を支出せずに済む(図②)。 

【最大限導入にも合致】 

これには「政府の再エネ最大限導入に逆行する」という反論があるかもしれない。しか

し実際には、莫大なＰＶ既認定分は、再エネの中でも極めて割高であり、その抑制によっ

て、他の再エネの費用負担を効率的に再配分できるという意味で、むしろ再エネ全体の導

入を促進するといえる 

前述の節約可能な０・６兆円を、再エネの中で買取価格が相対的に安価であり、かつ安

定的な発電が見込まれる地熱発電等に回せば、再エネ比率を２％弱上積みできる。 

つまり、莫大なＰＶ既認定分に投じる国民負担を、他の再エネに振り向けるほうが、最

大限導入に合致するのである。 

【効率性を重視した負担と普及のバランス】 

もちろん、運転開始していないことを理由に、一度認定したＰＶ設備の買取価格を切り
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下げるという制度運用には、大きな困難が予想される。 

しかし、既認定分のうち運転開始が僅か２割という現状を踏まえれば、今回の「見通し」

は買取総額という概念によって、負担と普及のバランスを提示しているのであるから、改

めて既認定分に対する負担の削減方策を真剣に検討すべきである。 

具体的には、既認定・未運開分に対して、買取価格を切り下げることに加えて、年間導

入量に上限を設け入札等の競争原理を導入する、あるいは一定期間内に運転開始に至らな

い設備への認定取消等も考えられる。「見通し」を契機に、再エネを最小の費用で最大量の

導入を図る効率性の観点に立ち返るべきである。 
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